28建政第132号
平成28年（2016年）７月29日

　建設事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設政策課長
平成28年度国庫支出金の市町村への支払について（依頼）

　このことについて、例年同様下記のとおり取り扱うこととしますので、貴所管内市町村に対する周知及び事務処理に御配意願います。
また、平成28年度当初予算の早期執行についても御配意願います。
記
１　支 払 日
　　平成28年９月29日（木）から毎月１回
　（原則として最終木曜日としますが、これにより難い場合は、別途相談願います。）
２　支払予定額の報告
　(1) 支払月の前月10日までに、別紙１及び２により取りまとめの上、担当者の個人メールアドレスあて報告願います。なお、報告日が休日の場合は、直前勤務日とします。
　　【提出先担当アドレス】（担当両名に提出願います。）
　　　長　野： nagano-kosuke-r@pref.nagano.lg.jp
　　　西　澤： nishizawa-kensuke-r@pref.nagano.lg.jp
　(2) 支払を要する国庫支出金の科目が様式にない場合は、別途連絡願います。
　(3) 国庫支出金は、県からの要求を受けて、国が日本銀行を経て当月の必要額のみを資金化しますので、予定額は過不足が生じないよう報告願います。（不足がある場合には支払いができません。）
３　請求書等の提出
　　請求書及び添付資料は、支払月の10日までに各事業の担当課あてに正副２部を提出願います。請求書等については、不備のないよう事前に十分確認いただくほか、不明な点がある場合には、それぞれ該当する担当課に問い合わせ願います。
　※　添付資料「請求に係る留意事項（年度当初）」を参考にしてください。
４　そ の 他
　(1) 出来高相当分を請求する場合は、出来高に対して１割を留保した額までの請求が可能です。なお、繰越を除く当年度事業の完了による請求にあっても、当分、１割を留保した額で請求願います。（保留解除については、別途連絡します。）
　(2) 繰り越した補助事業が完了した場合は、速やかに請求書等を送付し、支払いの手続きを行ってください。
　(3) 公共土木災害復旧事業国庫負担金については取扱いが異なるため、請求書の様式や現年分国庫支出金の支払予定等は、担当課（河川課災害係）の指示により行ってください。
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